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○玖珠町介護保険住宅改修支援事業実施要綱

平成26年６月30日玖珠町告示第58号

玖珠町介護保険住宅改修支援事業実施要綱

（目的）

第１条 この告示は、介護保険の要介護被保険者及び要支援被保険者（以下「被保険者」という。）

について、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第75条第１項第３号及び第94条第１

項第３号の規定に基づく住宅改修が必要と認められる理由が記載された書面（以下「住宅改修理

由書」という。）を作成する介護支援専門員等に対する支援として、その業務に関し手数料を支

払うことにより、介護保険制度の円滑な運営を図ることを目的とする。

（実施主体）

第２条 実施主体は、玖珠町とする。

（対象業務等）

第３条 支払い対象は、介護支援専門員等が居宅介護支援の提供を受けていない被保険者に対する

住宅改修理由書を作成する業務とする。ただし、介護支援専門員等が住宅改修理由書を作成した

同月に、居宅サービス計画を作成しているときは、この事業を適用しない。

２ 前項の介護専門員等は、次に掲げる者とする。

(１) 介護支援専門員

(２) 保健師

(３) 作業療法士

(４) 理学療法士

(５) 福祉住環境コーディネーター（２級以上取得の者）

３ 町長は、第１項に規定する業務を行った介護支援専門員等に対し、住宅改修理由書の作成１件

につき2,000円を支払うものとする。ただし、介護支援専門員等が事業所等に属するときは、事業

所等の代表者（以下「代表者」という。）に支払うものとする。

（支援期間）

第４条 支援期間は、この事業が国の補助対象である期間までとする。

（手数料の支払い）

第５条 手数料を受けようとする者（代表者を含む。）は、住宅改修工事が完了した月の翌月末ま

でに、住宅改修支援事業手数料請求書（別記様式）に次に掲げる書類を添えて町長に提出しなけ

ればならない。
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(１) 住宅改修理由書の写し

(２) 第３条第２項に規定する資格を有していることを証明する書類の写し

２ 町長は、前項の規定による書類を受理したときは、その内容を審査し、支援を行うことが適当

と認めるときは、速やかに手数料を支払うものとする。

３ 支払いの決定に係る通知は、その支払いをもってこれにかえるものとする。

（手数料の返還）

第６条 町長は、偽りその他不正行為により手数料を受けた者（代表者を含む。）があるときは、

既に支払った手数料の全部又は一部を返還させることができる。

（その他）

第７条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

この告示は、平成26年７月１日から施行する。


